
 

 

 

 

 

 

第３章 学校施設の長寿命化計画の様式と事例 
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第３章 学校施設の長寿命化計画の様式と事例 

    ：事例を参考にしながら作成 

   ：「第２章 計画策定のための建物情報の整理」で作成した出力データを活用 

様式 「学校施設の長寿命化計画」章立て 
本解説書 

におけるページ 

様式１－１ 
（１）学校施設の長寿命化計画の背景・目的等 
   ① 背景 
   ② 目的 

様式１－２ 
  ③ 計画期間 

   ④ 対象施設 

様式２ （２）学校施設の目指すべき姿 

 

様式３－１ 

（３）学校施設の実態 

   ① 学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

     １）対象施設一覧 

様式３－２      ２）児童生徒数及び学級数の変化 

様式３－３      ３）学校施設の配置状況 

様式３－４      ４）施設関連経費の推移 

様式３－５ 

 

     ５）学校施設の保有量 

     ６）今後の維持・更新コスト（従来型） 

様式３－６ 
   ② 学校施設の老朽化状況の実態 
     １）構造躯体の健全性の評価及び 
       構造躯体以外の劣化状況等の評価 

様式３－７      ２）今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

様式４－１  

（４）学校施設整備の基本的な方針等 

   ① 学校施設の規模・配置計画等の方針 

     １）学校施設の長寿命化計画の基本方針 

様式４－２      ２）学校施設の規模・配置計画等の方針 

様式４－３ 

   ② 改修等の基本的な方針 

     １）長寿命化の方針 

     ２）目標使用年数、改修周期の設定    

様式５ 
（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 
   ① 改修等の整備水準 
   ② 維持管理の項目・手法等 

様式６－１ 
（６）長寿命化の実施計画 

   ① 改修等の優先順位付けと実施計画 

様式６－２    ② 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果 

様式７ 

（７）長寿命化計画の継続的運用方針 
   ① 情報基盤の整備と活用 
   ② 推進体制等の整備 
   ③ フォローアップ 
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（１）学校施設の長寿命化計画の背景・目的等 

 ① 背景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 目的 

 

 

 

 

 

 

  

各地方公共団体における総合管理計画の内容等を踏

まえ、学校施設の長寿命化計画の策定に当たっての

背景を記載する。 

 

≪留意点≫ 

 域内の学校施設の老朽化等の現状の概要、各地方

公共団体におけるこれまでの取組、今後の学校施

設整備における課題等を整理し、学校施設の長寿

命化計画策定の考え方を記載する。 

各地方公共団体における学校施設の長寿命化計画の

策定の目的を記載する。 

 

≪留意点≫ 

 中長期的な維持管理等に係るトータルコストの

縮減・予算の平準化を実現しつつ、具体的な方

針・計画を示す等の目的を記載する。 

 公共施設等総合管理計画等の関連する計画との

関係を整理することも考えられる。 

様式１－１ 
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（１）学校施設の長寿命化計画の背景・目的等  

 ① 背景 ＜記載例：流山市学校施設の個別施設計画＞ 

 ② 目的 ＜記載例：流山市学校施設の個別施設計画＞ 

 （参考）計画の位置付け ＜記載例：大分市教育施設整備保全計画＞ 

  

事 例 

 

大分市教育施設 

整備保全計画 

連携 
 
 

調整 

大分市公共施設等総合管理計画 

基本方針 

大分市総合計画 

大分市公共施設白書 

 

大分市行政改革 

推進プラン 

 

大
分
市
イ
ン
フ
ラ
等
の
現
状 

分野別方針 

個別計画 個別計画 
個別施設 

計画 
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 ③ 計画期間 

 

 

 ④ 対象施設 

 

 

 

 

 

 

施設の現状と今後の施設整備の基本的な方針、日常的な維持管理の方針等を考慮の上、計画期

間を設定する。 

 

≪留意点≫ 

 長期的な視点をもって計画を策定することが望ましく、今後の維持・更新コスト算出期間

等は少なくとも10年以上の期間を設定し、記載する。 

 進捗状況のフォローアップ結果等を踏まえて 5 年程度を目安に計画を更新することが望ま

しい。 

学校施設の長寿命化計画において対象とする施設を記載する。 

 

≪留意点≫ 

 公立の学校施設（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校）を長寿命化計画の対象とするこ

とが考えられる。 

 「インフラ長寿命化基本計画」においては、個別施設のメンテナン

スサイクルを計画的に実行する上で最も効率的・効果的と考えられ

る計画策定の単位を設定の上、その単位毎に計画を策定することと

されていることから、地方公共団体が管理する施設数や規模、体制

整備の状況等によっては、学校施設と、他の文教施設（社会教育施

設、社会体育施設等）をまとめて対象とすることも考えられる。 

 項目の趣旨を踏まえた内容であれば、必ずしも上記の様式を活用す

る必要はないので、自由に記載する。 

様式１－２ 
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 ③ 計画期間 ＜記載例：大分市教育施設整備保全計画＞ 

 ④ 対象施設＜記載例：大分市教育施設整備保全計画＞ 

事 例 
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（２）学校施設の目指すべき姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各地方公共団体における総合管理計画の内容を踏まえつつ、国や地方公

共団体の教育振興基本計画や学習指導要領のほか、各地方公共団体の教

育ビジョン等に掲げられた施策を基本として、それらを実現するために

学校施設としてどのような機能・性能が必要となるかを検討し、目指す

べき姿を示す。 

 

≪留意点≫ 

 教育行政のソフト面の施策や学校施設として備えておくべき基本的

な条件に関する項目を盛り込む等、各地方公共団体が理想とする学

校施設像を総合的に示し、記載する。 

 目指すべき姿は、「安全性」、「快適性」、「学習活動への適応性」、「環

境への適応性」、「地域の拠点化」等の観点から設定することが考え

られる（ ）。 

 他の公共施設との併設・複合化等、各地方公共団体において定めて

いる方針等があれば、記載することも考えられる。 

様式２ 
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（２）学校施設の目指すべき姿 ＜記載例：手引p.17＞ 

 

 

 

 

「学校施設整備基本構想の在り方について」 

（学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議平成 25 年３月）より抜粋 

事 例 
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（３）学校施設の実態 

① 学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

１）対象施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常学級
在籍者数

特別
支援

通常
学級

特別
支援

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

0 0 0 0

0 0 0 0

中学校 計

小・中学校 合計

名称 住所
児童生徒数（人） 学級数（学級）

小
学
校

小学校 計

中
学
校

様式３－１

【手引 p.18～19】 

「①学校施設の運営状況・活用状況等の実態」では、地方公共団体の

人口や財政の状況，他の公共施設の状況等の学校施設を取り巻く状況

のほか、学校施設の保有量や将来の維持・更新コスト、保有教室の活

用状況、学校施設毎のトータルコスト状況等について現状と課題を整

理する。 

 

≪留意点≫ 

 長寿命化計画の対象とする全ての学校施設の名称、住所、児童生

徒数、学級数等を記載する（本様式では、小学校と中学校のみ示

しているが、他の学校種が計画の対象となっている場合は、情報

を追加する。）。 

 なお、第２章で整理した「建物情報一覧表」は建物単位（棟別単

位）であり、このページの「対象施設一覧」には学校単位のデー

タを記載する。 

 「学校施設を取り巻く状況」として、このほかにも以下の項目に

ついて把握することなどが考えられる。各地方公共団体の状況に

応じて、適切な実態把握を行うことが望ましい。 

・保有教室の活用状況（保有教室の種類・用途、余裕教室の数とそ

の活用状況等）を記載することも考えられる。 

・学校開放の状況（開放施設、学校開放の利用状況等）を記載する

ことも考えられる。 

・併設施設の状況（学童クラブ等）を記載することも考えられる。

 項目の趣旨を踏まえた内容であれば、必ずしも上記の様式を活用

する必要はないので、自由に記載する。 
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（３）学校施設の実態 

① 学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

１）対象施設一覧 ＜記載例＞ 

本市には、小学校 15 校、中学校 6 校の合計 21 校の学校施設があります。小学校全体
の延床面積は 47,742 ㎡、中学校全体は 36,497 ㎡となり、小・中学校合わせた延床面積
は、84,239 ㎡になります。小学校の 1校当たり延床面積は、I 小学校 1,730 ㎡～A小学校
7,666 ㎡となっています。また、中学校の 1校当たり延床面積は、ｂ中学校の 4,439 ㎡～
ａ中学校の 8,894 ㎡となっています。  
 

図表 施設一覧                      （平成＊＊年 5月 1日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建築年度は、教室棟・特別教室棟で最も古い建物の建築年を採用（出典：施設一覧表） 

  

事 例

通常学級
在籍者数

特別
支援

通常
学級

特別
支援

1 A小学校 7,666.0 昭和41 674 7 22 2

2 B小学校 5,375.0 昭和59 626 9 19 2

3 C小学校 2,860.0 昭和39 136 2 6 2

4 D小学校 3,105.0 平成3 146 4 6 1

5 E小学校 1,986.0 平成21 75 0 5 0

6 F小学校 3,426.0 昭和49 161 8 6 2

7 G小学校 3,545.0 昭和61 188 0 7 0

8 H小学校 1,976.0 昭和55 64 1 6 1

9 I小学校 1,730.0 昭和56 25 1 3 1

10 J小学校 2,181.0 昭和54 104 1 6 1

11 K小学校 2,227.0 昭和63 57 1 6 1

12 L小学校 1,830.0 平成12 41 2 5 2

13 M小学校 2,265.0 平成8 54 2 6 1

14 N小学校 3,880.0 昭和56 171 1 7 1

15 O小学校 3,690.0 昭和61 232 1 8 1

47,742.0 2,754 40 118 18

1 a 中学校 8,894.0 平成5 758 5 21 2

2 b 中学校 4,439.0 昭和56 183 2 6 1

3 c 中学校 4,834.0 昭和57 195 3 6 1

4 d 中学校 6,362.0 昭和54 259 2 8 2

5 e 中学校 6,807.0 昭和48 390 5 11 2

6 f 中学校 5,161.0 平成18 192 0 6 0

36,497.0 1,977 17 58 8

84,239.0 5,654 70 213 36

中学校 計

小・中学校 合計

名称 住所
延床面積

（㎡）
建築
年度

児童生徒数（人） 学級数（学級）

小
学
校

小学校 計

中
学
校
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２）児童生徒数及び学級数の変化 

 

＜児童生徒数＞                                    （人） 

 これまでの推移 将来推計 

 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016     

 昭 51 昭 56 昭 61 平 3 平 8 平 13 平 18 平 23 平 28     

小学校

児童数 
      

中学校

生徒数 
      

合計       

 

＜学級数＞                                     （学級） 

 これまでの推移 将来推計 

 1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016     

 昭 51 昭 56 昭 61 平 3 平 8 平 13 平 18 平 23 平 28     

小学校       

中学校       

合計       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）投資的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

様式３－２

【手引 p.18】 

 

≪留意点≫ 

 域内の児童生徒数や学級数の推移・推計等について、表やグラフを用いて記載する（本様

式では、５年ごとの整理としているが、各地方公共団体で把握しているデータに合わせて

整理する）。 

 将来推計については、各地方公共団体で算出しているデータ等を記載する。 

 将来推計を算出していない場合は、年少人口を参考値として記載することも考えられる。 

 その他、各地域や学校の状況に応じて、様々な観点からデータを記載することが考えられ

る。 

例）児童生徒数のピーク時及び現在における１校当たりの学級数の比較 

・ 市町村合併が行われている場合は、旧市町村も合わせた数を記載する。 
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昭和55 昭和60 平成2 平成7 平成12 平成17 平成22 平成27 平成32 平成37 平成42 平成47 平成52

小学校1校あたりの学級数 中学校1校あたりの学級数 総数 小学校児童数 中学校生徒数

平成27年5月1日現在

小学校児童数

29,609人(現在の76%)

(人) (学級)

(年度)

<総数ピーク>
昭和61年度
58,960人

<生徒数ピーク>
昭和62年度

20,649人

<児童数ピーク>
昭和58年度

40,421人

中学校児童数

児童生徒数(総数)

平成52年度（推計）

39.108人(ピーク時の67%)

26,379人(ピーク時の66%)

12,639人(ピーク時の61%) 10,108人(現在の80%)

19,501人(現在の74%)

 

 

２）児童生徒数の推移 ＜記載例：大分市教育施設整備保全計画＞ 

 

【小学校】 

市立小学校の児童数は、平成 27 年５月１日現在 26,379 人（1,014 学級、特別支援学級
122 を含む）です。児童数のピークは昭和 58 年（40,421 人）で、現在はピーク時の約
65％、平成 52 年時点では 48％となっています。 
 

【中学校】 

市立中学校の生徒数は、平成 27 年５月１日現在 12,639 人（438 学級、特別支援学級
51を含む）です。生徒数のピークは昭和 62 年（20,649 人）で、現在はピーク時の約 61％、
平成 52 年時点では 49％となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 例

現在 

小学校：ピーク時の 48.2％ 

中学校：ピーク時の 48.9％ 
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３）学校施設の配置状況 

地 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【手引 p.19】 
 

≪留意点≫ 

 域内の学校施設の配置状況や保有する機能につい

て、地図等を用いて記載する。 

 学校区や地方公共団体の都市計画マスタープランの

地域区分などをあわせて記載することも考えられ

る。 

 各学校区や地区別の人口の増減の状況により色分け

したり、今後の都市開発の見込み等についても情報

を記載することで、地域特性毎に対応方針を検討す

る必要性の有無を明らかにすることが望ましい。 

 また、ハザードマップなど防災情報とあわせて記載

することも考えられる。 

 

様式３－３
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３）地域別の将来人口変化と学校の配置状況       ＜記載例：大分市公共施設白書＞ 

市全体の小学校児童数は、平成 31年度までの今後６年間において 1,279 人増加するこ
とが予測されますが、小学校別将来推計をみると、大分・鶴崎・大在地区などに 100 人
以上増加する小学校が集中しており、明野・大南・佐賀関地区ではすべての小学校にお
いて減少することが想定されます。 

図 小学校の学級数別配置状況と児童数の増減 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域状況の変化（人口、人口構成、地域変化 等）  ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 例
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４）施設関連経費の推移 

 

 平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 
５年平均

施設整備費 

 
  

その他施設整備費 

 
  

維持修繕費 
  

光熱水費・委託費 
  

施設関連経費合計 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【手引 p.19】 
 

≪留意点≫ 

 学校施設に係るコスト状況として、施設整備費のほか、運営費等（光熱水費、日常的な維

持管理費等）を含めた学校施設に係るコストを直近５年分以上記載する。ここで把握した

施設関連経費の平均値を、財政制約ラインとして設定することが考えられる。 

 中長期の財政見通しの推計等がある場合には、当該データを財政制約ラインとして設定す

ることも考えられる。 

 学校施設毎にコストを整理することも考えられる。 

 項目の趣旨を踏まえた内容であれば、必ずしも上記の様式を活用する必要はないので、自

由に記載する。 

 

様式３－４
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実績（決算状況） 市の財政見通し

中長期
財政
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現在

Ｈ33以降の
投資的経費
想定35億円/年

インフラ資産公共施設投資額

投資的経費

投資的経費（公共施設、インフラ（道路・橋梁））の推移

 

４）投資的経費の推移 ＜記載例：秋田市学校施設長寿命化計画＞ 

 

図表 施設関連経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：財政見通しから年間の施設関連経費を設定＜例：日光市公共施設マネジメント計画＞】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日光市の例のように、将来人口見通しを踏まえた財政シミュレーションをもとに、公共施設の将来見

通しのうち、学校施設分を財政当局と協議し財政制約ラインとして設定して、後述する「今後の維持・

更新コストの把握」における基準として設定することが望ましい。 
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